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平成３０年度答申第３４号  
平成３０年９月１１日 

 
諮問番号 平成３０年度諮問第２３号（平成３０年７月１３日諮問） 
審 査 庁 国土交通大臣 
事 件 名 道路法４７条の４第１項に基づく措置命令に関する件 
 

答  申  書 
 
審査請求人Ｘからの審査請求に関する上記審査庁の諮問に対し、次のとおり答

申する。 
 

結     論 
 

本件審査請求は棄却すべきである旨の諮問に係る判断は妥当である。 
 

理     由 
 
第１ 事案の概要 
 １ 事案の経緯 
（１）Ａ高速道路株式会社（以下「会社」という。）が、平成２９年１０月１

９日、高速自動車国道Ｂ自動車道Ｃ料金所において、高速道路の保全、交

通の危険防止等のために取締りを実施していたところ、同日２２時４９分、

Ｘ（以下「審査請求人」という。）が保有する車両（以下「本件車両」と

いう。）の総重量を計測した結果、４４．６５０トンであった。この重量

は、道路法（昭和２７年法律第１８０号）、車両制限令（昭和３６年政令

第２６５号）及び車両の通行の許可の手続等を定める省令（昭和３６年建

設省令第２８号）で定められた、高速自動車国道を通行する最遠軸距７メ

ートル以上の車両（本件車両はこれに該当する。）の総重量の最高限度で

ある２５トンを超過していた。 
（２）会社の取締者は、本件車両の運転手（以下「本件運転手」という。）に

対し、道路法４７条の２第６項に規定する特殊車両通行許可証（以下「許

可証」という。）を提示するよう求めたところ、本件運転手から一冊の許
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可証（以下「別件許可証」という。）が提示されたが、別件許可証には本

件車両のトラクタに関する記載はあったものの、トレーラに関する自動車

登録番号の記載がなかった。 
（３）取締者は、本件運転手に対し、別件許可証には本件車両のトレーラの自

動車登録番号の記載がないため有効な許可証として扱えない旨説明し、他

の許可証の提示を求めたところ、本件運転手は所持していない旨回答した。

このため、取締者は、本件車両について、道路法４７条の２第１項に規定

する通行に関する許可手続がなされていないものと判断した。 
（４）そこで、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「処分庁」

という。）は、本件車両について、道路整備特別措置法（昭和３１年法律

第７号。以下「特措法」という。）８条１項２８号の規定により道路管理

者に代わって、道路法４７条の４第１項の規定に基づき、法定速度を遵守

し、可能な限り低速で走行の上、高速自動車国道Ｂ自動車道Ｄインターチ

ェンジから流出することとする平成２９年１０月１９日付け措置命令（以

下「本件処分」という。）を行った。 
（５）審査請求人は、平成３０年１月１７日付けで、処分庁に対し、本件処分

の取消しを求めて審査請求をし、本件審査請求は審査庁に送付され、平成

３０年１月２４日、審査庁は本件審査請求書を受理した。 
（６）審査庁は、平成３０年７月１３日、当審査会に対し、本件審査請求は棄

却すべきであるとして諮問をした。 
以上の事案の経緯は、諮問書、審査請求書、措置命令書、特殊車両通行許

可証、弁明書及び重量測定記録表（写し）から認められる。 
２ 関係する法令の定め 
（１）車両制限令等で定める最高限度を超える車両等の通行の禁止 
   道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路との関係に

おいて必要とされる車両の幅、重量、高さ、長さ及び最小回転半径の最高

限度は、政令（車両制限令）で定める（道路法４７条１項）。そして、車

両でその幅、重量、高さ、長さ又は最小回転半径が車両制限令で定める最

高限度を超えるもの（以下「特殊車両」という。）は、道路を通行させて

はならない（道路法４７条２項）。 
道路法４７条１項の車両の重量の最高限度のうち、高速自動車国道を通

行する車両の総重量にあっては、２５トン以下で車両の長さ及び軸距に応

じて当該車両の通行により道路に生ずる応力を勘案した値を国土交通省令
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（車両の通行の許可の手続等を定める省令）で定める（車両制限令３条１

項２号イ）。そして、最遠軸距が７メートル以上の車両（本件車両はこれ

に該当する。）の総重量の最高限度の値は２５トンである（車両の通行の

許可の手続等を定める省令１条）。 
道路管理者は、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため必

要があると認めるときは、トンネル、橋、高架の道路その他これらに類す

る構造の道路について、車両でその重量又は高さが構造計算その他の計算

又は試験によって安全であると認められる限度を超えるものの通行を禁止

し、又は制限することができる（道路法４７条３項）。 
（２）特殊車両の通行許可 
   道路管理者は、車両の構造又は車両に積載する貨物が特殊であるためや

むを得ないと認めるときは、道路法４７条２項又は同条３項の規定にかか

わらず、当該車両を通行させようとする者の申請に基づいて、通行経路、

通行時間等について、道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するた

め必要な条件を付して、車両制限令で定める最高限度又は同項に規定する

限度を超える車両の通行を許可することができる（道路法４７条の２第１

項）。道路管理者は、同項による通行の許可をしたときは許可証を交付し

なければならず（道路法４７条の２第５項）、同項の規定により許可証の

交付を受けた者は、当該許可に係る通行中、当該許可証を当該車両に備え

付けていなければならない（道路法４７条の２第６項）。 
（３）車両の通行に関する必要な措置の命令 

道路管理者は、道路法４７条２項の規定に違反し、又は特殊車両の通行

に関して道路法４７条の２第１項の規定により付した条件に違反して通行

させている者に対し、当該車両の通行の中止、総重量の軽減、徐行その他

通行の方法について、道路の構造の保全又は交通の危険防止のための必要

な措置をすることを命ずることができる（道路法４７条の４第１項。以下

「措置命令」という。）。 
そして、処分庁は、高速道路株式会社が高速道路を新設し、若しくは改

築する場合又は維持、修繕及び災害復旧を行う場合においては、高速道路

の道路管理者に代わって、道路法４７条の４の規定による措置命令を行う

ことができる（特措法８条１項２８号）。 
 ３ 審査請求人の主張の要旨 
（１）本件運転手が本件車両とは異なる特殊車両の別件許可証を提示し、さら
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に、誤った認識による説明をしたため、道路法４７条２項違反（車両制限

令違反）とされたが、実際には、本件車両について有効な許可証（番号ａ。

以下「本件許可証」という。）を取得し、本件車両に備え付けていたので、

本件処分の取消しを求める。 
 （２）処分庁は、弁明書において、有効な許可証を車両から見つけられない場合

には、運転手自ら許可証を探す時間を与えた上で、運転手に自身の所属会

社等の責任者又は運行管理者等に他に許可証を得ていないか確認するよう

に求め、それでも有効な許可証が確認できない場合には無許可として扱っ

ていると主張するが、本件運転手は、取締者から所属会社の管理者に許可

証を得ていないか確認することを求められなかった。もし、取締者より適

切な対応を受けていれば、所属会社から許可証の保管場所を本件運転手に

伝え、有効な許可証を提示できたはずである。 
（３）本件処分により、Ｐ組合より発行されたＥＴＣコーポレートカードが全

車取消しとなり、大口割引の４０％引きが適用されなくなり大きな損失を

被ることになるため、本件処分の取消しを求める。 
第２ 諮問に係る審査庁の判断 

審査庁の諮問に係る判断は審理員の意見と同旨であるところ、審理員の意見

の概要は以下のとおりである。 
１ 審査請求の利益について 

本件処分は、処分時点で措置命令の内容は実施済みであることから、審査

請求人は、本件処分の取消しにより直接的に回復する法律上の利益を有する

者とはいえないが、道路管理者は常習違反者に対して許可取消しの処分を行

うことを公表しており、措置命令を受けた回数がこれに影響することは明ら

かであることから、審査請求人は本件処分の取消しによる法律上の利益を有

するといえる。 
２ 本件処分の適法性及び妥当性について 
（１）措置命令は、道路の構造の保全又は交通の危険防止のために発せられる

ものであり、取締現場においては違法な特殊車両を通行させている者に対

し、即時に行う必要がある。また、道路法４７条の２第６項が、許可に係

る車両の通行中、許可証の車両への備付けを義務付けている趣旨は、取締

者が車両の諸元と許可内容を確認し、必要に応じて措置命令を行うことを

可能ならしめるためであると考えられる。この点を考慮すれば、取締現場

において通行者から有効な許可証の提示がない場合に、他に即時に通行許
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可について確認する方法がなく、通行者においても通行許可を得ているこ

とを証明し異議を申し出る機会があったのにこれを行使しなかった場合は、

通行者の責めに帰すことが相当であり、無許可とみなして処分を行うこと

はやむを得ないと思料する。 
（２）審査請求人は、有効な本件許可証を取得し、本件処分時も、本件車両に

備え付けていた旨主張する。しかし、処分庁の弁明によれば、取締現場で

提示された別件許可証には本件車両のトレーラの自動車登録番号の記載が

なかったことから、取締者が、他に許可証を得ていないか本件運転手に対

して確認を促した際、本件運転手から他には所持していないとの回答を得

ており、取締者は、取締りの際、有効な許可証の取得及び本件車両への備

付けについて確認することができなかったことが認められる。 
（３）審査請求人は、取締者は、取締りの際、本件運転手に対して所属会社の

管理者に他の許可証を得ていないか確認するよう求めておらず、仮に確認

を求めていれば、本件運転手は所属会社に連絡を取り、所属会社から許可

証の保管場所を本件運転手に伝え、有効な許可証を提示できたはずである

から、無許可として本件処分を受けたことは承服できないと主張する。 
しかし、上記（２）のとおり、取締者が、取締りの際、本件運転手に他

の有効な許可証があるか確認し、本件運転手から所持していないとの回答

を得たことから、処分庁は本件車両を無許可車両と判断したものと認めら

れること、また、取締者による、本件運転手に対する所属会社等への確認

の求めは義務的なものではないことから、そのような確認を求めなかった

ことをもって、本件処分が違法又は不当であったとはいえない。 
なお、審査請求人が有効な許可証と主張する平成２９年７月１４日付け

の本件許可証によれば、総重量の許可値が４０．８６０トンとなっている

が、本件車両の総重量は４４．６５０トンと認められ、審査請求人が主張

する有効な許可証の許可値を３．７９０トン超過している。 
（４）審査請求人は、本件処分によりＥＴＣコーポレートカードの違反点数が

加算されること及びそれに伴う割引停止措置等について言及しているが、

これは本件処分によって直接生じるものではなく、高速道路株式会社と審

査請求人との契約約款を根拠として反射的に生じるものにすぎないため、

本件処分の審理を左右するものではない。 
第３ 当審査会の判断 

当審査会は、平成３０年７月１３日、審査庁から諮問を受けた。その後、当
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審査会は、同年８月３０日及び同年９月６日の計２回の調査審議を行った。 
 １ 審理員の審理手続について 

   当審査会に提出された主張書面及び資料によれば、本件審査請求に関する審

理員の審理の経過は以下のとおりである。 

（１）審理員の指名 

ア 審査庁は、平成３０年２月１５日、本件審査請求の審理手続を担当す

る審理員として道路局道路交通管理企画専門官であるＱを指名し、同日

付けでその旨を審査請求人及び処分庁に通知した。 

イ 審査庁は、平成３０年４月２日、本件審査請求の審理員に指名してい

たＱの指名を取り消し、同日、新たな審理員として道路局道路交通管理

企画専門官であるＲを指名し、同日付けでその旨を審査請求人及び処分

庁に通知した。 

（２）審理手続 

ア 審理員は、平成３０年２月１６日付けで、処分庁に対し、審査請求書

の副本を送付するとともに、同年３月１２日までに弁明書を提出するよ

う求めた。 

イ 処分庁は、平成３０年３月１２日付けで、審理員に対し、弁明書及び

関係資料を提出した。 

ウ 審理員は、平成３０年３月２０日付けで、審査請求人に対し、弁明書

の副本を送付するとともに、反論書を提出する場合には同年４月１９日

までに提出するよう求めた。 

エ 審理員は、平成３０年４月２６日付けで、審査請求人に対し、反論書

の提出を催告し、提出期限を同年５月１７日までに再設定した。 

オ 審査請求人は、平成３０年５月１６日付けで、審理員に対し、反論書

を提出した。 

カ 審理員は、平成３０年６月６日付けで、処分庁に対し、反論書の副本

を送付した。 

キ 審理員は、平成３０年７月３日付けで、審理関係人に対し、審理を終

結した旨並びに審理員意見書及び事件記録を審査庁に提出する予定時期

が同月１０日である旨通知した。 

ク 審理員は、平成３０年７月１０日付けで、審査庁に対し、審理員意見

書及び事件記録を提出した。 

以上の審理員の審理手続については、特段違法又は不当と認められる点は



7 
 

うかがわれない。 

 ２ 審査請求の利益について 

本件処分は、その場で完了するものではあるものの、審理員が指摘し、審

査庁が認めているとおり、特措法８条１項２８号により高速道路の道路管理

者に代わって措置命令を行うものとされている処分庁が定めた「道路法第４

７条の４に係る行政処分等の基準について」（平成２７年３月２３日付け理

事長決定）には、特殊車両の通行許可の取消しの基準として、通行許可に付

された条件違反などが常習的に行われた場合が掲げられており、本件処分に

係る違反も違反の常習性を判断するに当たり考慮されることが十分見込まれ

る。 
そして、審査請求人が、本件許可証によりトラクタ６台及びトレーラ１台

を一括して通行許可を受けていることが認められることをも考慮すれば、審

査請求人は、本件処分に対する審査請求によりその取消しを求めることにつ

き法律上の利益を有すると認めるのが相当である。 
３ 本件処分の適法性及び妥当性について 
（１）道路法は、車両でその幅、重量、高さ、長さ又は最小回転半径が車両制

限令で定める最高限度を超えるもの（特殊車両）は、道路を通行させては

ならない旨を定める（４７条２項）一方、道路管理者は、４７条２項の規

定による禁止にかかわらず、特殊車両の通行許可をすることができ（４７

条の２第１項）、また、４７条２項の規定に違反し、又は特殊車両の通行

許可に付した条件に違反して通行させている者に対し、当該車両の通行の

中止、総重量の軽減、徐行その他通行の方法について、道路の構造の保全

又は交通の危険防止のための措置命令を行うことができる旨を定めている

（４７条の４第１項）。 
これらの規定において、車両の通行の中止などの個々の措置命令につい

てこれを命ずる要件を特に定めておらず、また、これらの規定ぶりに鑑み

れば、措置命令は、道路管理者及び措置命令を代行する処分庁の道路の維

持、修繕、交通の安全の確保などの道路の管理に関する知見を踏まえた合

理的な裁量に委ねられているというべきであり、その処分の前提となる事

実の基礎を欠くなど裁量権の濫用やその範囲を逸脱したものであった場合

は違法となり、また、道路の構造の保全及び交通の危険の防止にとって適

切なものではないなど裁量権の行使が不適切である場合は不当となるもの

と解することが相当である。 
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（２）次の事実は、審査関係人に争いがないか、関係資料により認められるも

のである。 
ア 審査請求人は、平成２９年６月２０日付けで、Ｅ市長に対し、本件車

両の通行許可の申請をし、同申請に係る申請書には、本件車両のトラク

タ及びトレーラの自動車登録番号が記載され、総重量は４０．８６０ト

ン、最遠軸距は１２．４４メートルであった。 
イ Ｅ市長は、平成２９年７月１４日付けで、上記アの申請に対し、有効

期間を同日から平成３１年７月１３日までとして通行許可を行い、審査

請求人に対し本件許可証を交付した。 
ウ 処分庁は、平成２９年１０月１９日２２時５６分、高速自動車国道Ｂ

自動車道Ｃ料金所における取締検査において、本件車両が、車両制限令

による総重量の最高限度２５トンを超える４４．６５０トンであり、道

路法４７条２項違反（車両制限令違反）であるとして、本件処分をした。

その際、本件運転手は、取締者から許可証の提示を求められたが、本件

運転手が提示した別件許可証には本件車両のトレーラに関する自動車登

録番号の記載がなかった。取締者は、本件運転手に対し、別件許可証に

は本件車両のトレーラの自動車登録番号の記載がないため有効な許可証

として扱えない旨説明し、他の許可証の提示を求めたところ、本件運転

手は所持していない旨回答した。 
（３）上記認定のとおり、本件車両の総重量は、車両制限令による総重量の最

高限度２５トンを超える４４．６５０トンであったところ、本件運転手は、

取締者から、通行許可に係る許可証の提示を求められたのに対し、本件車

両のトレーラの自動車登録番号が記載され、かつ、総重量４４．６５０ト

ン以上の特殊車両の通行を認める有効な許可証を提示することができなか

ったものである。そうすると、取締現場において、上記の有効な許可証が

提示されなかった以上、処分庁が道路法４７条２項の規定に違反して特殊

車両を通行させている者として同法４７条の４第１項に基づく措置命令を

発出することはやむを得ないものと認められる。 
（４）審査請求人は、本件運転手が異なる特殊車両の許可証を提示したので道

路法４７条２項違反とされたが、実際には、本件車両について有効な本件

許可証を取得して本件車両に備え付けていたこと、さらに、取締者は、本

件運転手に対し、他に許可証を得ていないか所属会社の管理者に確認する

よう求めなかったので、本件処分は違法又は不当である旨主張しているも
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のと考えられる。 
    しかしながら、措置命令は、道路の構造の保全又は交通の危険防止のため、

取締現場において違法な特殊車両を通行させている者に対して即時に発出

する必要があるところ、道路法４７条の２第６項の規定により、通行許可

に係る通行中に車両へ許可証を備え付けることを義務付ける趣旨は、取締

者が車両の諸元と許可内容をその現場において直ちに確認し、必要に応じ

て措置命令を行うことを可能ならしめるためであると考えられる。そうす

ると、特殊車両を通行させている者は、取締者から要求されればその場で

有効な許可証を提示しなければならないところ、取締現場においてこれを

提示することができなければ、道路法４７条２項の規定に違反して特殊車

両を通行させている者であると判断され、措置命令が行われるのはやむを

得ないことである。 
そして、取締者は、本件運転手が提示した許可証は有効なものとして扱

えない旨説明し、他の許可証の提示を求めたところ、本件運転手から所持

していない旨の回答を得ていることから、許可証の確認行為に不適切な点

はなく、また、取締者には、本件運転手に対し、他に許可証がないか所属

会社へ確認することを求める義務があるともいえず、この確認を求めなか

ったことが違法又は不当であったとはいえない。 
さらに、本件車両の通行については、そもそもその総重量４４．６５０

トンは、本件許可証で許可された４０．８６０トンを超えており、審査請

求人は、この点においても、道路法４７条の４第１項に基づく措置命令の

対象であった。 
（５）上記（１）のとおり、道路法４７条の４第１項に基づく措置命令に関し

ては、道路管理者等の道路の維持、修繕、交通の安全の確保などの道路の

管理に関する知見を踏まえた合理的な裁量に委ねられているものと解すべ

きであるところ、本件処分は、法定速度を遵守し、可能な限り低速で走行

の上、高速自動車国道Ｂ自動車道Ｄインターチェンジから流出することを

内容とするものであって、その違反の内容、程度に照らして、これが処分

庁の裁量権の逸脱、濫用によるものであったとか、その裁量権の行使が不

適切であったなどとは認められない。 
（６）審査請求人は、本件処分によりＥＴＣコーポレートカードの違反点数が

加算され高速道路の通行料金割引がなくなることを指摘して、本件処分が

違法又は不当である旨主張しており、これは処分庁の上記裁量権の行使の
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違法又は不当をいうものと考えられる。 
しかし、審査請求人の指摘する上記事情（不利益）は、本件処分自体に

よるものではなく、高速道路株式会社がＥＴＣの利用を前提とした大口・

多頻度割引制度のために発行する「ＥＴＣコーポレートカード」 の利用約

款において、高速道路株式会社が管理する道路において車両制限令に違反

した場合に点数を付され、これが一定の累積点数に達したときは、当該カ

ードの一部について割引を停止する旨規定されていることにより生じるも

のとみるほかはなく、これによって本件処分の適法性又は妥当性が左右さ

れるものとは解されない。したがって、審査請求人の上記主張は採用する

ことができない。 
４ 結論 

   以上によれば、本件処分は違法又は不当であるとはいえないから、本件審査

請求を棄却すべき旨の諮問に係る判断は妥当である。 
   よって、結論記載のとおり答申する。 
 
    行政不服審査会 第３部会 

委   員   戸   塚       誠 

委   員   小 早 川   光   郎 

委   員   山   田       博 
 


